
 

 

中国ショック 2.0、他人事にあらず 
中国は内需の低迷が続く中、製造業の過剰生産能力のはけ口を輸出拡大に求めている。中

国の輸出攻勢に対し、相手国側は貿易制限の動きを表面化させている。 

アメリカは鉄鋼やアルミニウム製品に加え、電気自動車（EV）や半導体などの中国からの

輸入品に対する関税を大幅に引き上げると発表した。欧州連合（EU）も中国製 EV に対し

て追加関税の導入を検討している。インド、アルゼンチン、チリ、インドネシアといった

先進国以外の国でも、反ダンピング調査や輸入関税引き上げに動いている。 

世界が中国の大々的な輸出攻勢に直面するのは、1990 年代末から 2000 年代初めにかけて

の「チャイナショック」に続いて 2 度目である。当時は安い中国製品の流入がインフレの

抑制につながった半面、国内製造業の雇用が失われた。他方、生産コストの引き下げを狙

った先進国企業の対中投資が活発化した。 

今回も大々的な輸出攻勢が進行しており、欧米ではこれを「チャイナショック 2.0」と呼

んで警戒を強めている。ただし今回の影響は前回をはるかにしのぐとみられる。 

中国は最大の製造大国になり、低価格・大量生産品ばかりかグリーントランスフォーメー

ション（GX）などの先進分野でもサプライチェーン（供給網）構築を進めている。 

他方、中国を取り巻く環境は大きく変化している。前回は中国が世界経済に組み込まれる

プロセスにあった。今回は中国と西側先進国、とりわけ米国との関係が悪化し、世界は分

断されている。 

また先進各国はデジタルトランスフォーメーション（DX）、GX などの分野で自国産業の

育成に力を入れており、こうした分野で特に中国製品への警戒感が強い。安価な輸入品の

流入によるインフレ沈静化というプラス面より、雇用喪失の懸念や経済安全保障への配慮

が優先され、高関税も是認される状況だ。 

日本企業も他人事ではない。中国での事業縮小はもとより、日本製品が世界中で先進国か

ら締め出された中国製品との競合にさらされたり、他国の関税引き上げに日本製品も巻き

込まれたりする恐れもある。 

中国企業の動きは一過性ではなく、日本企業は製品差別化や先進国市場の再開拓などビジ

ネスモデルの再構築を進める必要がある。 
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4 月印刷・情報用紙国内出荷、10.3%減で 20 ヵ

月連続のマイナス 
日本製紙連合会が発表した 2024 年 4 月の紙・板紙需給速報によると、紙・板紙の国内出荷

は前年同月比 2.8%減で 20 ヵ月連続のマイナスとなった。用途別では、グラフィック用紙

が 9.9%減で 27 ヵ月連続のマイナス、パッケージング用紙が 0.9%減で 19 ヵ月連続のマイ

ナスとなっている。 

 印刷・情報用紙の国内出荷は前年同月比 10.3%減で 20 ヵ月連続のマイナス。その他の品

種では、新聞用紙が 8.6%減で 35 ヵ月連続のマイナス、包装用紙が 4.3%減で 17 ヵ月連続

のマイナス、段ボール原紙が 1.6%減で 2 ヵ月連続のマイナスとなった一方、白板紙が 3.9%

増で 11 ヵ月ぶりのプラス、衛生用紙が 9.8%増で 3 ヵ月連続のプラスとなっている。 
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ベトナム航空、「持続可能な燃料」で旅客便を

運航 国内初 
ベトナム航空[HVN](Vietnam Airlines)はこのほど、国内の航空会社として初めて「持続可

能な航空燃料(SAF)」を使用したフライトに成功した。 

 

 SAF を使用した同フライトは、シンガポール発ハノイ行きの VN660 便。燃料は世界最大

級の再生燃料メーカーであるフィンランドのネステ(Neste)から供給された。 

 

 SAF は、使用済み食用油や廃動物性脂肪などの原料から製造され、厳格な国際航空基準

を満たした燃料だ。SAF を使用することにより、温室効果ガス排出量を最大 80％削減する

ほか、NOx や SO2、微粉塵などの他の有害な排出量を最小限に抑えることもできる。 

 

 ベトナム航空が、従来の化石燃料よりも 2～3 倍、もしくは 5～6 倍も割高な SAF を使用

したことは、持続可能な開発目標や ESG(環境・社会・ガバナンス)基準に従った社会的責任

の実践への強い決意を示しているといえる。 

 

 これはまた、ベトナムが掲げる 2050 年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにする目標

の達成にも貢献する見込みだ。 

 

 なお、同社は 2023 年、航空機の運航の最適化や燃料の節約により、CO2 削減量が前年比

+50％増の約 7 万 t となった。 
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https://www.viet-kabu.com/data/outline.php?id=HVN


 

 

 

ENEOS、力の源 HD と SAF 原料確保で合意 
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東京インキ新方針 
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化学工業日報 

 

 

 


